
 
 

 

令和７年度 畜産施策の基本方針と主要施策
 

 

                                 宮 城 県 農 政 部 畜 産 課 

                        宮城県農政部家畜防疫対策室 

 

Ⅰ 基本方針 

  本県の畜産は、新・宮城の将来ビジョンで掲げる「富県宮城の躍進」の達成に
向けた重要な基幹産業と位置づけられ、令和５年の畜産産出額は約８３３億円と
県農業産出額全体の約４割を占めるなど、安全で良質な畜産物を消費者に安定的
に供給する畜産主産県としての地位を確立しています。 

  平成２３年３月に発生した東日本大震災に起因する東京電力福島第一原子力発
電所事故に伴う放射性物質の影響については、１４年を経過した現在でも生産現
場に影響を与えていますが、市町で一時保管されていた農林業系汚染廃棄物の焼
却処理、すき込み処理が進められています。 

 一方、日米貿易協定やＣＰＴＰＰなどの経済のグローバル化による輸入畜産物
との競争、急激な人口減少及び高齢化に伴う担い手の減少、全国で頻発する高病
原性鳥インフルエンザや豚熱などの特定家畜伝染病への防疫対応に加え、昨今の
輸入飼料をはじめとする畜産生産資材価格や消費者物価の高騰は、生産・流通・
消費に多大なる影響を及ぼしており、本県の畜産を取り巻く環境は益々厳しさを
増しています。  

このため、これらの状況に柔軟に対応するとともに、令和７年度は資材高騰の
影響を緩和できる経営体質への転換を図るため、耕畜連携による飼料の自給率向
上や有機質肥料の地域利用拡大などを進め、新たに中期実施計画を策定した「新
・宮城の将来ビジョン」や、第３期「食と農の県民条例基本計画」の実現に向け、
市町村・ＪＡ・畜産関係団体との連携を図りながら、次の重点項目に取り組みま
す。 

  

   １ 国際競争に打ち勝つ儲ける畜産経営の実現 

   ２ 安全・安心な畜産物の生産支援 

   ３ 畜産基盤整備による農村の振興 

   ４ 復興完了に向けたサポート 

 

Ⅱ 主要施策 

１ 国際競争に打ち勝つ儲ける畜産経営の実現 

   儲ける畜産経営を実現するため、実需者を意識した畜産物の生産体制や「仙
台牛」に代表される「食材王国みやぎ」の畜産物ブランドの推進、家畜改良に
よる生産性向上や畜産新技術の開発・普及を推進し、新たな国際競争に打ち勝
つ畜産経営の体質強化と経営安定を図ります。特に、地域が抱える諸課題の解
決と収益性向上を図るため、畜産クラスター事業を積極的に活用し、収益性の
高い儲ける畜産経営の実現を支援します。 

   

（１）儲ける肉用牛経営の実現 

現場後代検定で脂肪交雑が日本一となった「茂福久」号に続く優秀な種雄
牛造成、産肉能力や繁殖能力に優れた高能力雌牛群の整備、受精卵移植技術
の活用、肉用子牛価格の安定、畜産の経営改善と技術向上を図るとともに、
脂肪の質や脂肪交雑の形状（小ザシ）などの新たな指標に着目した高品質な
肉用牛生産、収益性の高い肉用牛経営の実現を図ります。 



 
 

 

      ○第 13回北海道全共出品対策事業 

令和９年度に開催される全共北海道大会へ向け、ゲノミック評価に基づ
く出品牛の選定など、継続的な出品対策を講じることにより、仙台牛の生
産基盤強化とブランド力向上を図ります。 

 

      ○デジタル技術による仙台牛のプレミア化プロジェクト（仙台牛差別化、改
良加速化） 

    消費者嗜好の多様化や、脂肪の量から質への転換に対応するため、「小ザ
シ」や「脂肪の質」の改良による「仙台牛」の更なるブランド力向上を推
進します。 

 

○肉用牛集団育種推進事業 

   繁殖農家、肥育農家の協力を得て優れた種雄牛を造成するとともに、能
力の高い繁殖雌牛群の整備により、高品質のブランド牛肉「仙台牛」の生
産基盤を強化します。 

 

 （２）活力ある畜産の振興 

    乳用牛の生産能力を高めるための牛群検定の普及・指導強化や、ゆとりあ
る酪農経営実現のための酪農ヘルパー事業への支援を行います。また、県独
自の優良種豚の供給、輸入飼料高騰対策として自給飼料の生産拡大や飼料生
産組織の規模拡大支援、家畜生産性向上等の取組により、畜産生産基盤の活
性化を推進します。 

 

   ○乳用牛群検定指導強化事業 

          乳用牛群検定指導員を対象とした研修会の開催や効果的な検定実施体制
の整備及び受精卵関連技術を活用した高能力乳用牛の生産を推進します。 

 

   ○優良種豚選抜推進事業 

          系統豚「しもふりレッド」、「ミヤギノＬ２」の種豚や家畜人工授精用
精液の供給を通じて、銘柄豚の生産力強化を図ります。 

 

○酪農ヘルパー事業運営強化対策事業 

       酪農経営における「働き方改革」を推進するため、酪農ヘルパー事業に
よるゆとりある持続性の高い酪農経営の実現を図ります。 

 

   ○酪農暑熱対策推進事業 

近年問題となっている夏季の高温に対応するため、酪農における暑熱対
策設備の導入支援や実証展示を通じて、技術の普及を図ります。 

 

○自給飼料生産総合推進事業 

       輸入飼料価格高騰への対応として、稲ホールクロップサイレージや飼料
用米のほか、水田における子実用トウモロコシの生産・利用促進、食品残
さなど未利用資源の飼料化（エコフィード）の拡大と飼料作物の優良品種
の普及拡大を推進します。 

 

   ○県産飼料増産プロジェクト推進事業 

県産飼料の増産に向け、牧草地の改良や、飼料生産組織の育成・拡大を
支援し、自給飼料の生産推進を図ります。 



 
 

    

○家畜由来堆肥活用促進事業 

有機センターの製品堆肥の利用拡大と利便性向上の支援により、地域内
の有機物の有効活用を図り、化学肥料の低減や有機質肥料の利用拡大によ
る持続可能な農業を推進します。 

 

   ○多様で特色ある県畜産物の生産消費促進事業 

     持続的な地産地消を推進するため、意欲ある中小規模の採卵養鶏、養豚
生産者が取り組む ICT導入による労働生産性向上、食品産業との連携強化
を支援します。 

 

 （３）畜産新技術の開発・普及 

     畜産試験場における試験研究体制を整備し、新たな畜産技術の開発と普
及を推進することにより、国内外の産地との競争力強化や自給飼料確保に
よる生産性向上を進めます。 

   

     ○県単独試験研究費・受託試験研究費 

          本県の特色を活かした畜産物の生産性向上と高品質化のため、牛の受精
卵移植技術の活用やゲノミック評価技術の開発に取り組みます。また、新
たなデュロック種系統豚の造成試験や、ICT 技術を活用した乳牛の飼養管
理試験により、家畜の生産性向上のための技術普及を図ります。さらには、
豪雨等の気象災害発生時における牧草収量の低下を防ぐ新たな栽培体系の
実証や、農業者ニーズに対応する家畜由来堆肥を使用した特殊肥料入り指
定混合肥料の普及拡大に取り組むほか、国の試験研究機関や大学との共同
研究等による新技術の研究開発を推進します。 

 

２ 安全・安心な畜産物の生産支援 

 豚熱、高病原性鳥インフルエンザ等の特定家畜伝染病の発生予防とまん延防
止を図るため、各種伝染性疾病の検査の実施や飼養衛生管理基準の遵守を指導
し、健康な家畜の生産と安全・安心な畜産物の安定供給を推進します。また、
畜産物のＧＡＰ（農業生産工程管理）の取組や認証取得の支援により、県産畜
産物に対する付加価値向上を図ります。 

 

  ○家畜伝染病予防事業【家畜防疫対策室】 

     豚熱、高病原性鳥インフルエンザなど牛・豚・鶏・馬・蜜蜂等の各種伝
染性疾病の検査と関連する防疫対策を行い、監視伝染病の発生予防とまん
延防止を図ります。 

 

   ○豚熱等発生予防対策事業【家畜防疫対策室】 

     養豚場での豚熱発生予防を目的とした豚熱ワクチンの離乳豚への継続接 

種、成豚の補強接種および免疫の獲得状況を把握するための免疫付与状況 

確認検査に加え、野生イノシシの検査体制の強化と経口ワクチンの散布を 

実施します。 

 

   〇仙台家畜保健衛生所移転整備事業 

     多様化、頻発化する特定家畜伝染病等に対応するため、県内で唯一の病
性鑑定機能を有する仙台家畜保健衛生所を、バイオセキュリティレベル基
準を満たした施設として運用を開始し、検査の安全性及び効率性を確保し
ます。 



 
 

     また、特定家畜伝染病発生時の迅速な初動資機材供給に資するため、新
たな防疫資材倉庫を運営します。 

 

○ＧＡＰ認証取得推進事業（畜産物） 

     日本版畜産ＧＡＰの普及推進を図るため、制度の周知とともに指導員等
の養成による推進指導体制の構築を進めます。 

 

３ 畜産基盤整備による農村の振興 

生産基盤や畜産関連施設の整備を行い、地域の核となる畜産経営体を育成し、
活力ある農村の再生を図ります。 

   

○資源リサイクル畜産環境整備事業 

     広域たい肥センターのうち、老朽化の進んだ施設や機械等の機能保全と
長寿命化を図ります。 

 

４ 復興完了に向けたサポート 

   復興完了に向けたサポートを推進するため、汚染稲わら等の適正な保管・処
理を進めます。また、放射性物質検査を通じて畜産物の安全性を確保するとと
もに、牛肉の円滑な出荷体制を確立します。 

 

    ○放射性物質影響調査事業 

     粗飼料や原乳等の放射性物質濃度を測定するとともに、放射能の影響を
低減するための飼料作物の栽培管理等の指導を行います。 

  

     ○給与自粛牧草等処理円滑化事業 

     放射性物質に汚染された稲わらについて、最終処分されるまでの間、適
切な一時管理を実施するため、一時管理施設の保守点検や施設補修等の維
持管理を実施します。 

 

   ○肉用牛出荷円滑化推進事業 

         県産牛肉の安全性を確保するため、県内の食肉市場に出荷される検査対
象牛について放射性物質検査を実施します。 

 

 


